
□ 事業内容
１ 新たな森林管理システム推進事業

• 森林経営推進センターに県職員を３名配置し、以下の業務を実施

・市町村の経営管理権集積計画（案）等資料作成

・市町村職員向け実務研修企画・実施

・新たな森林管理システム運用マニュアル（島根県版）の作成

・森林経営収支シミュレーションソフトの開発

・市町村が設置・開催する地域協議会での技術的な助言 等

【事 業 費】14,284千円（うち譲与税14,284千円）

【実 績】技術研修会４回、地域協議会 27回、個別協議 99回等

２ 意欲と能力のある林業経営者育成強化対策事業

• 「意欲と能力のある林業経営者」を育成するため、林業事業体の経営力・

技術力の強化に係る各種の支援を一体的に実施

【事 業 費】29,859千円（うち譲与税28,279千円）

【実 績】 新規就業者確保に向けたPR動画作成、

中小企業診断士等の専門家による事業体の経営指導 ４事業体、19回

市町村職員の林業に対する知識や経験の不足等の課題を解決するため、市町村が設置する「森林経営
推進センター」に県林業技術職員を配置するとともに、運用にかかる経費の一部を支援

森林経営管理制度の実践を担う林業事業体の経営力・技術力の強化に係る各種支援を一体的に実施

（森林経営推進センターによる業務支援） （専門家による経営指導）

□ 事業スキーム

２ 意欲と能力のある林業経営者育成強化対策事業

１ 新たな森林管理システム推進事業

□ 効果、実績等

• １については、県職員を派遣し法的・技術的な面で手厚い支援を実現

• ２については、林業事業体の就労状況の改善に関する支援等により、
86名の新規就労者を確保（H30：76名）

①令和元年度譲与額 69,120千円

②私有林人工林面積（※１） 115,269ha

③人口（※２） 694,352人

④林業就業者数（※３） 1,533人

※１：「森林資源現況調査（林野庁、H29.3.31現在）」より、

※２，３：「H27年国勢調査」より

□ 基礎データ

島根県の取組 （市町村の業務をサポートする団体への支援、林業事業体の担い手確保・育成支援）
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